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第９回アイヌ生活実態調査 調査票検討表 （市町村調査） 
 

H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・実施年度の記載を修正する。 

・慣例にしたがい暦年表示とする。 

 
 

資料２－１ 
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H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・年齢階層を事前調査に合わせて修正す

る。 
 
 

 
 
・調査時点を修正する。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・「〈生活の状況〉」の記載の位置を修正す
る。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

振興局名
振興局
コード

市町村名
市町村
コード

＜人数の状況＞

１．人数及び世帯数                                                                                                             　　 （単位：人）

総数 男 女 ０～５ 6 7 8 9 10 11 12 13 14

市町村 世帯 a

うちアイヌ b

※うち７５
以上

市町村

うちアイヌ

  注１ 　市町村の世帯数人数等については、平成２７年国勢調査によること。

 注２ 　アイヌの方の世帯数人数等は平成２９年１１月１日現在とすること。

２．混住率

（ｂ／ａ）

＜生活の状況＞

３．アイヌ地区の状況

世帯数 人数 世帯数 人数 世帯数 人数 世帯数 人数

世帯 人 世帯 人 世帯 人 世帯 人

※「うちアイヌ」欄の合計は、１の世帯数及び人数と一致する。

区分 世帯数
人数 年齢階層別人数

  

区分

年齢階層別人数

１５ １６ ５０～５９ ６０～６４ ６５～

※うち７５以上は、
把握できる場合のみ記載し、
把握できない場合はXを記載。

２３～２９ ３０～３９ ４０～４９

％

 

地区ｺｰﾄﾞ 地区名 類型
地区全体

１７ １８～１９ ２０～２２

うちアイヌ
備   考

(10世帯以上地区)小計
ａ

(10世帯未満地区)小計
b

合計（ａ＋ｂ）

うちアイヌ
備考 地区ｺｰﾄﾞ 地区名 類型

地区全体
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H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
・調査時点を修正する。 

 
 
 

 
 
 

 
・調査時点を修正する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・調査時点を修正する。 
 
 

 
 
 

 
・※の記載を削除する。 
・調査時点を修正する。 

（学校基本調査の５月１日時点に統一） 
 
 

 
・調査時点を修正する。 

 

４．住民税課税区分別世帯数

注３ 平成２８年度の市町村民税の課税状況によること。

５．生活保護の状況

総人数 保護率
注４

ａ 世帯数 人員b
(b/a×
1000)

未就学児 小学生 中学生 高校生

人 世帯 人 ‰
注５

人 人 人 人

６．世帯別労働力類型別被保護世帯数                                                                                              　　　    　　　　　  （単位：世帯）

※うち後期
高齢者世帯

※うち後期
高齢者世帯

注６ 　平成２９年９月分被保護者調査月別概要第４表によること。　※「うち後期高齢者世帯」（７５歳以上）は、把握できる場合のみ記載し、把握できない場合は X を記載。

＜教育の状況＞

７．アイヌの中学校在学者数

総数 １年生 ２年生 ３年生

 注７   平成２９年１０月１日現在の当該市町村から進学した生徒数を把握すること。

８．アイヌの中学校卒業者の進路

総数
ｂ

全日制 定時制
その他

(高専等)
進学率
(ｂ／ａ)

専修学校 各種学校
公共職業
能力開発
施設等

総数
ｃ

就職率
（ｃ／ａ）

９．アイヌの中学校卒業者のうちの就職者の産業別内訳

第一次産業 第二次産業 第三次産業
分類不能の

産業
      

総数

平成２８年３月
卒業者数

ａ

高校進学者 教育訓練機関等入学者 就職者

無業者
死亡
不詳

働いている者のいない世帯

計

※７～１２は前回調査では市町村全体の回答欄を設けていたが、学校基本調査（H28）のデータを使用して取りまとめる
ため、アイヌの状況についてのみ記入することとする

内職者

その他就業者

世帯主は働いていないが
世帯員が働いている世帯

世
帯
主
が
働
い
て
い
る

世
帯

常用勤労者

日雇労働者

医療扶助
単給（再掲）

高齢者世帯
母子世帯

傷病、障害
者世帯

その他
の世帯

医療扶助
単給（再掲）

区分

市町村 うちアイヌ

高齢者世帯
母子世帯

傷病、障害
者世帯

その他
の世帯

市町村
生活保護は、平成２９年９月分被保護者調査月
別概要第１表によること。

うちアイヌ

  

区分
生活保護 保護世帯の扶養の状況

備考

市町村の総人数は、平成２９年９月末現在の住
民基本台帳人口によること。

うちアイヌ

市町村 世帯 世帯 世帯 世帯     

区分 総世帯数ａ
住民税所得割
課税世帯数

住民税均等割
課税世帯数

住民税
非課税世帯数

＜生活の状況＞

４．住民税課税区分別世帯数

注３ 令和４年度の市町村民税の課税状況によること。

（単位：世帯）

５．生活保護の状況

総人数
注４

ａ 世帯数 人員b 未就学児 小学生 中学生 高校生

注５

（単位：人） （単位：世帯） （単位：人） （単位：‰） （単位：人）

６．世帯別労働力類型別被保護世帯数                                                                                              　　　    　　　　　 

※うち後期
高齢者世帯

※うち後期
高齢者世帯

注６ 　令和５年○月分被保護者調査月別概要、表３によること。  （単位：世帯）

＜教育の状況＞

７．アイヌの中学校在学者数

総数 １年生 ２年生 ３年生

 注７   令和５年５月１日現在の当該市町村から進学した生徒数を把握すること。

８．アイヌの中学校卒業者の進路

総数
ｂ

全日制 定時制
その他

(高専等)
進学率
(ｂ／ａ)

専修学校 各種学校
公共職業
能力開発
施設等

総数
ｃ

就職率
（ｃ／ａ）

９．アイヌの中学校卒業者のうちの就職者の産業別内訳

第一次産業 第二次産業 第三次産業
分類不能の

産業
      

総数

令和５年３月
卒業者数

ａ

高校進学者 教育訓練機関等入学者 就職者

無業者
死亡
不詳

働いている者のいない世帯

計

内職者

その他就業者

世帯主は働いていないが
世帯員が働いている世帯

世
帯
主
が
働
い
て
い
る

世
帯

常用勤労者

日雇労働者

高齢者世帯
母子世帯

傷病、障害
者世帯

区分

市町村 うちアイヌ

市町村の総人数は、令和５年９月末現在の住
民基本台帳人口によること。

(b/a×1000)

母子世帯
傷病、障害

者世帯
その他
の世帯

医療扶助
単給（再掲）

その他
の世帯

医療扶助
単給（再掲）

高齢者世帯

生活保護は、令和５年○月分被保護者調査月
別概要、表１によること。

うちアイヌ

  

区分
生活保護 保護率 保護世帯の扶養の状況

備考

市町村

住民税所得割
課税世帯数

住民税均等割
課税世帯数

住民税
非課税世帯数

市町村     

区分 総世帯数　ａ

うちアイヌ

（単位:世帯） 

 

（単位:世帯） 

 



4 

 

 

H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・調査時点を修正する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・※の記載を削除する。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・調査時点を修正する。 

１０．アイヌの高等学校在学者数  

 

公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立

全日制

定時制

  注８  平成２９年１０月１日現在の当該市町村から進学した生徒数を把握すること。

１１．アイヌの高等学校卒業者の進路

総数
ｂ

大学 短期大学 その他
進学率
(ｂ／ａ)

専修学校 各種学校
公共職業
能力開発
施設等

総数
ｃ

就職率
（ｃ／ａ）

１２．アイヌの高等学校卒業者のうち就職者の産業別内訳 

 漁業
鉱業、

採石業、
砂利採取業

建設業 製造業
電気･ガス･

熱供給･
水道業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産業
物品賃貸

業

Ａ ※うち農業 Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
サービス

業、娯楽業

教育、学習
支援業

医療、福祉
複合サー
ビス業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

公務
分類不能
の産業

Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ T

    ※「うち農業」は、把握できる場合のみ記載し、把握できない場合は X を記載。

１３．アイヌの大学在学者数

        

国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立

大学 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

短大

その他

注９ 　平成２９年１０月１日現在の当該市町村から進学した生徒数によること。

注１０ 　大学の５年生、６年生欄は、大学の修業年限が６年である学部（医学、歯学、薬学、獣医学）に在籍する者のみ記載すること。

区分
総数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生

総数
農業、林業

平成２８年３月
卒業者数

ａ

大学進学者 教育訓練機関等入学者 就職者

無業者
死亡
不詳

区分
総数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生

１０．アイヌの高等学校在学者数  

 

公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立 公立 私立

全日制

定時制

  注８  令和５年１０月１日現在の当該市町村から進学した生徒数を把握すること。

１１．アイヌの高等学校卒業者の進路

総数
ｂ

大学 短期大学 その他
進学率
(ｂ／ａ)

専修学校 各種学校
公共職業
能力開発
施設等

総数
ｃ

就職率
（ｃ／ａ）

１２．アイヌの高等学校卒業者のうち就職者の産業別内訳 

 漁業
鉱業、

採石業、
砂利採取業

建設業 製造業
電気･ガス･

熱供給･
水道業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産業
物品賃貸

業

Ａ ※うち農業 Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
サービス

業、娯楽業

教育、学習
支援業

医療、福祉
複合サー
ビス業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

公務
分類不能
の産業

Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ T

１３．アイヌの大学在学者数

        

国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立 国公立 私立

大学

短大

その他

注９ 　令和５年１０月１日現在の当該市町村から進学した生徒数によること。 （単位：人）

注１０ 　大学の５年生、６年生欄は、大学の修業年限が６年である学部（医学、歯学、薬学、獣医学）に在籍する者のみ記載すること。

５年生 ６年生
区分

総数 １年生 ２年生 ３年生 ４年生

総数
農業、林業

平成２８年３月
卒業者数

ａ

大学進学者 教育訓練機関等入学者 就職者

無業者
死亡
不詳

２年生 ３年生 ４年生 ５年生
区分

総数 １年生
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H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
・調査時点を修正する。 
・※の記載を削除する。 

 
 
 

 

 

＜就業者の状況＞

１４．就業者の状況〔１５歳以上の産業別就業者数〕

漁業
鉱業、

採石業、
砂利採取業

建設業 製造業
電気･ガス･

熱供給･
水道業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産業
物品賃貸

業

Ａ ※うち農業 Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
サービス

業、娯楽業

教育、学習
支援業

医療、福祉
複合サー
ビス業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

公務
分類不能
の産業

分類不能
の産業

合計

Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ T Ｔ （a+b）

注１１ 　市町村分は、平成２７年国勢調査によること。  注１２ 　アイヌの方については、平成２９年１１月１日現在とすること。

注１３ 　「働いていない者」には、家事・通学・無職等の数を記入すること。      　　　　※「うち農業」は、把握できる場合のみ記載し、把握できない場合は X を記載。 

＜農林漁業の状況＞

１５．経営耕地規模別農家数 （単位：戸） 

0.1ha未満
0.1ha～
0.3ha

0.3ha～
1.0ha

１ha～３ha ３ha～５ha
５ha～
7.5ha

7.5ha～
10ha

10ha～
15ha

15ha～
20ha

20ha～
30ha

30ha～
50ha

50ha以上

アイヌ

注１４ 　 ０．１ha 未満には、経営耕地なしの農家を含むこと。

１６．専業 ・ 兼業別農家数 （単位：戸） 

第１種兼業 第２種兼業

アイヌ

１７．経営形態別農家数 （販売収入が第１位の部門） （単位：戸）

区分 農家数 稲作 畑作 野菜 果樹 花き
その他の
農作物

酪農
肉用牛

※
養豚 養鶏 軽種馬 その他

アイヌ

  ※ 肉用として飼っている乳用種を含む

１８．土地利用状況    （単位：ha）

計 田 畑 牧草地 樹園地

アイヌ

 
区分

総数
ａ＋ｂ＋ｃ

農用地ａ 採草
放牧地ｂ

山林原野
ｃ

区分 総戸数 専業
兼業

   
区分 農家数

経営耕地規模別

自営業主

家族従事者

ア
イ
ヌ

総数

雇用者

自営業主

家族従事者

雇用者

区分
働いて

いない者
ｂ

市
町
村

総数

ア
イ
ヌ

総数

雇用者

自営業主

家族従事者

市
町
村

総数

雇用者

自営業主

家族従事者

区分
総数

ａ

農業、林業

＜就業者の状況＞

１４．就業者の状況〔１５歳以上の産業別就業者数〕 （単位：人）

漁業
鉱業、

採石業、
砂利採取業

建設業 製造業
電気･ガス･

熱供給･
水道業

情報通信
業

運輸業、
郵便業

卸売業、
小売業

金融業、
保険業

不動産業
物品賃貸

業

Ａ ※うち農業 Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

学術研究、
専門・技術
サービス業

宿泊業、飲
食ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
サービス

業、娯楽業

教育、学習
支援業

医療、福祉
複合サー
ビス業

サービス業
（他に分類さ
れないもの）

公務
分類不能
の産業

分類不能
の産業

合計

Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ T Ｔ （a+b）

注１１ 　市町村分は、令和２年国勢調査によること。  注１２ 　アイヌの方については、令和５年１０月１日現在とすること。

注１３ 　「働いていない者」には、家事・通学・無職等の数を記入すること。      

＜農林漁業の状況＞

１５．経営耕地規模別農家数 （単位：戸） 

0.1ha未満
0.1ha～
0.3ha

0.3ha～
1.0ha

１ha～３ha ３ha～５ha
５ha～
7.5ha

7.5ha～
10ha

10ha～
15ha

15ha～
20ha

20ha～
30ha

30ha～
50ha

50ha以上

アイヌ

注１４ 　 ０．１ha 未満には、経営耕地なしの農家を含むこと。

１６．専業 ・ 兼業別農家数 （単位：戸） 

第１種兼業 第２種兼業

アイヌ

１７．経営形態別農家数 （販売収入が第１位の部門） （単位：戸）

区分 農家数 稲作 畑作 野菜 果樹 花き
その他の
農作物

酪農
肉用牛

※
養豚 養鶏 軽種馬 その他

アイヌ

  ※ 肉用として飼っている乳用種を含む

１８．土地利用状況    （単位：ha）

計 田 畑 牧草地 樹園地

アイヌ

山林原野
ｃ

 
区分

総数
ａ＋ｂ＋ｃ

農用地ａ 採草
放牧地ｂ

専業
兼業

農家数

経営耕地規模別

区分 総戸数

   
区分

自営業主

家族従事者

ア
イ
ヌ

総数

雇用者

区分
働いて

いない者
ｂ

市
町
村 自営業主

家族従事者

総数

雇用者

ア
イ
ヌ

総数

雇用者

自営業主

家族従事者

市
町
村

総数

雇用者

自営業主

家族従事者

区分
総数

ａ

農業、林業
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・Ｎｏ．２２の設問を削除する（他部で把
握しているため）。また、以降の設問番号を

繰り上げる。 
 
 

１９．家畜飼養農家数、頭羽数 

乳用牛 肉用牛 豚 にわとり 軽種馬

戸数

頭羽数

２０．専業・兼業別個人漁業経営体数　　　　　　　　　　　　　 　 （単位：戸） 

自営漁業が
主

自営漁業が
従

アイヌ

２１．漁業経営体数等                                                                                            　　　　　      　　　　　 　 （単位：戸・事業所）

動力3t未満 動力3～5t 動力5～10t
動力10t以

上
うち　ほたて
がい養殖

うち採藻

アイヌ

 

２２．アイヌ農林漁業対策事業の実施計画（平成３３年度～平成３７年度）

事業費

総戸数
左のうちｱｲ
ﾇ関係戸数

総面積
左のうちｱｲ
ﾇ関係面積

国費 道費 市町村費 その他

千円 千円 千円 千円 千円

小計
合計

　※　合計・小計は、どちらか不要の方を横線で消すこと。

事業量
負担区分実施

予定
年度

地区名 事業種目 事業主体
受益戸数 受益面積

無動力

（過去１年間の販売金額１位部門による経営体漁業種類別の内訳）

漁船漁業
大型定置

網
小型定置

網

海面養殖 その他区分
体数

（会社経営
体を含む）

漁業従事
者世帯

区分 総戸数 専業
兼業

区分

アイヌ

１９．家畜飼養農家数、頭羽数 

乳用牛 肉用牛 豚 にわとり 軽種馬

戸数

頭羽数

２０．専業・兼業別個人漁業経営体数　　　　　　　　　　　　　 　 （単位：戸） 

自営漁業が
主

自営漁業が
従

アイヌ

２１．漁業経営体数等                                                                                            　　　　　      　　　　　 　 （単位：戸・事業所）

動力3t未満 動力3～5t 動力5～10t
動力10t以

上
うち　ほたて
がい養殖

うち採藻

アイヌ

 

小型定置
網

海面養殖 その他

無動力

漁業従事
者世帯

（過去１年間の販売金額１位部門による経営体漁業種類別の内訳）

漁船漁業
大型定置

網

専業
兼業

区分
体数

（会社経営
体を含む）

区分 総戸数

区分

アイヌ
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H29（第 8回調査）調査票 R5（第 9回調査）調査票（案） 変更理由 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

・記載誤りを修正（「中小企業」→「商工
業」） 
 

・調査時点を修正する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・回答欄の記載を修正する（「持家 A」→
「持家」） 
 

 
・Ｎｏ．２５の設問を削除する。 
（当該設問の回答は回答者の主観によると

ころが大きく、市町村の作業負担も考慮
し、本設問を削除する。） 
 以降の設問番号を繰り上げる。 

 
・調査時点を修正する。 
 

 
・Ｎｏ．２６（３）の設問を削除する。 
（制定状況を把握するために必ずしも 

必要ではないため。） 

 

＜中小企業の状況＞

２３．アイヌの商工業者の業種別、組織別、規模別事業所数（平成２９年１１月１日現在）

法人 個人 １～４人 ５～９人 10～29人 30人以上

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

                                                

それぞれの計は、事業所総数に一致する。

＜住宅の状況＞

２４．住宅の所有状況                                                                                         （単位：戸）

区    分

ア イ ヌ

２５．持家住宅の老朽程度（№２４のＡの内訳） （単位：戸）

区      分

ア イ ヌ

２６．アイヌ住宅改良事業貸付条例（要綱）の制定状況

   (1) 貸付条例（要綱）を制定している。（平成２９年１１月１日現在）                 (2) 今後貸付条例等の制定を予定している。

               　制定予定 年 月頃

(3)貸付条例等を制定する考えはない、又は条例を廃止した。

その具体的理由

 ※　貸付条例（要綱）の写しを添付願います。 ※廃止した場合はその年月を記載

（　廃止 年 月　）

宅地取得資金貸付事業 万円 年

住宅改修資金貸付事業 万円 年

区分 貸付限度額 償還年限

住宅新築資金貸付事業 万円 年

持家総数Ａ 修理の必要なし 小修理を要する 大修理を要する 修理不能 増改築を要する

総数 持家Ａ 公営借家 公団・公社の借家 民営借家 給与住宅

合               計

第三次産業（小計）

公務、分類不能

複合サービス業、
サービス業

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、
娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術
ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

卸売業、小売業
(うち民芸品卸小売業)

（　　）

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道
業

運輸業、郵便業

第二次産業（小計）

製造業
（うち民芸品製造業）

（　　）

建設業

鉱業、採石業、砂利採取
業

業      種      名 事業所総数
経営形態別事業所数 常時従業者規模別事業所数

摘要

＜商工業の状況＞

２２．アイヌの商工業者の業種別、組織別、規模別事業所数（令和５年１０月１日現在）

法人 個人 １～４人 ５～９人 10～29人 30人以上

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

                                                

それぞれの計は、事業所総数に一致する。

＜住宅の状況＞

２３．住宅の所有状況 （単位：戸）

区    分

ア イ ヌ

２４．アイヌ住宅改良事業貸付条例（要綱）の制定状況

   (1) 貸付条例（要綱）を制定している。（令和５年１０月１日現在） (2) 今後貸付条例等の制定を予定している。

               制定予定 年 月頃

（単位：万円） （単位：年）

 ※　貸付条例（要綱）の写しを添付願います。

住宅改修資金貸付事業

宅地取得資金貸付事業

住宅新築資金貸付事業

区分 貸付限度額 償還年限

総数 持家 公営借家 公団・公社の借家 民営借家 給与住宅

第三次産業（小計）

合               計

公務、分類不能

複合サービス業、
サービス業

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、
娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術
ｻｰﾋﾞｽ業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

電気・ガス・熱供給・水道
業

(うち民芸品卸小売業) （　　）

卸売業、小売業

製造業

第二次産業（小計）

情報通信業

運輸業、郵便業

建設業

事業所総数
経営形態別事業所数 常時従業者規模別事業所数

摘要

鉱業、採石業、砂利採取
業

（うち民芸品製造業） （　　）

業      種      名
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・第 10回調査（令和 10年度を想定）まで
の計画期間について回答いただくものとす
る。 

 
 
 

 
 
・Ｎｏ．２８の設問を削除する。 

（別途、国からの調査があるため。） 
 以降の設問番号を繰り上げる。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・Ｎｏ．２９の設問を削除する。 
（別途、国からの調査依頼があるため。） 
 以降の設問番号を繰り上げる。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

・設問の文言を修正する（「アイヌ生活向上
等対策単独事業」→「アイヌ関係事業」）。 
・年度の時点を修正する。 

・アイヌ政策推進交付金事業を明示（｢○」
を記載）していただく欄を設定する。 
 

 
 
 

 
 
 

・設問の文言を修正する（「アイヌ生活向上
等対策」→「アイヌ施策」）。 
・項目欄を限定しない回答方式に修正す

る。 

   

２７．アイヌ住宅改良事業の実施計画 （単位：戸）

３０年度 ３１年度 ３２年度
30～32年

度
小計

３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度 ３７年度
33～37年

度
小計

計
(A+B)

備考

＜生活の状況＞

２８．生活環境施設改善整備事業の実施計画（平成３３～３７年度）　　                               　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　         （金額単位：千円）

２９．生活館の設置状況（平成２９年１１月１日現在）

合計

ａ 常勤 非常勤 国庫補助 道補助
市町村単

独

館 館 館 館 人 人 人 人 人

   ※前回調査の「３０．生活館の運営状況」は削除   ※前回調査の「３０．生活館の運営状況」は削除

＜市町村のアイヌ対策及び意見＞

３０．アイヌ生活向上等対策単独事業の状況（平成２８年度）

市町村費 その他

円 円

３１．道の推進しているアイヌ生活向上等対策の問題点と要望・意見（別添施策の概要を参照） 

（教育の充実）

（教育の充実）

（文化の振興）

項目 現状（問題点） 要望・意見

円

事業名 総事業費

財源内訳

事業内容 備考

生活館
設置数

運営状況 生活相談員配置数

国庫補助 道補助
市町村単

独

（ａのうち常勤・非常勤
別内訳）

（ａのうち相談員設置に係る人件費
による内訳）

年度 地区名 施設種別 規模・構造等

事業費

備考

総額 補助基本額

区分

住宅新築資金貸付事業

住宅改修資金貸付事業

宅地取得資金貸付事業

２５．アイヌ住宅改良事業の実施計画 （単位：戸）

令和
６年度

７年度 8年度 9年度 10年度

＜市町村のアイヌ対策及び意見＞

２６．アイヌ関係事業(※)の状況（令和４年度の実績）

市町村費 その他

円 円

※アイヌ政策推進交付金事業を除く。

２７．道の推進しているアイヌ施策の問題点と要望・意見（別添施策の概要を参照）

（○○）

（○○）

（○○）

項目 現状（問題点） 要望・意見

総事業費
財源内訳

事業内容 備考

円

事業名

区分

住宅新築資金貸付事業

住宅改修資金貸付事業

宅地取得資金貸付事業

 


